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皆川誠氏博士学位申請論文審査報告書 
 
早稲田大学大学院法学研究科研究生皆川誠氏は、早稲田大学学位規則第 7 条第 1 項に基
づき、2011 年 9 月 26 日、その論文「複数条約間の適用上の優劣関係の決定に関する条約
法の理論」を早稲田大学大学院法学研究科長に提出し、博士（法学）（早稲田大学）の学位
を申請した。後記の委員は、上記研究科の委嘱を受け、この論文を審査してきたが、2012
年 2 月 10 日、審査を終了したので、ここにその結果を報告する。 
 
I. 本論文の目的 
 本論文は、条約法の観点から、複数の条約間の適用上の優劣関係を決定するものとされ
てきた後法優先原則や特別法優先原則の妥当性と限界を明らかにしつつ、条約間に抵触の
あった場合、国際法の体系性の考慮という新しい視座を示しつつ、その解決のための調整
原理を導き出すことを目的とする。 
 本論文の問題意識の背景には、近年、たとえば環境保護条約上の義務に従いオゾン層を
破壊する物質の輸出規制を行う措置が、WTO 体制における貿易の自由化や無差別の原則と
抵触する可能性が指摘され、環境や経済という価値の対立を含む問題について国際法がど
のような解決策を有しているのかという根本問題がある。本論文は、こうした問題に対し
て、同一の事項を規律する条約間の適用上の優劣関係の決定という観点から取り組み、統
一的立法機関の存在しない国際社会における調和的な条約の実施のあり方を模索する点に
特色がある。 
 
II. 本論文の内容 
第 1 章 相前後する条約の適用における後法優先原則の妥当範囲 
 第 1 章において、論者は、同一の事項を規律する条約間の適用上の優劣関係の決定につ
いて規定している条約法に関するウィーン条約（以下、条約法条約）30 条を取り上げ、同
規定が後法優先原則のみを規定している点に注目し、後法優先原則の適用のための条件を
明確にすることを試みる。 
 論者によれば、条約法条約採択以前における前の条約と後の条約の関係に関する議論は、
前に合意した内容と抵触する、後の合意の有効性に焦点があてられてきたとされる。しか
し、このような論の立て方では、A 国と B 国間で前の条約と後の条約とで異なる合意をし
た場合ではなく、特に、以前 A 国が B 国と合意した内容と異なる条約を後に C 国と締結し
た場合、A－B 間の条約か A－C 間の条約のいずれかを無効と判断せざるをえず、議論を集
約することは容易ではない。それゆえ、より実務的な観点を重視する議論が展開されるよ
うになり、そこでは条約の有効・無効よりも、締約国の意思と矛盾しないよう解釈するこ
とによって問題の解決を導こうとする努力がなされてきた。条約法条約の草案を起草した
国連国際法委員会においても、基本的にこのような議論の線に沿うかたちで、条約の抵触
の問題は条約の有効・無効の観点から検討されるべきものではなく、条約の「解釈」と密
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接な関連性をもつ個別具体的な性質を有するとの認識が共有されていた。つまり、30 条に
規定された規則は、条約の解釈を通じても解決されない場合に最後の手段として利用され
るべき残余規則と考えられていたのである。それゆえ、同条が規定しているとされてきた
後法優先原則の適用が想定される事案はきわめて限定的であると評価せざるをえない。 
 また国際判例も、相前後する条約の適用上の優劣関係の決定が問題となった場合には、
適用可能と思われる条約の解釈を通じて、「当事国の意思」を明らかにし、その背景に存在
する「法的安定性」を考慮要因としつつ、そこから導き出される「合意」に従って最も実
効的な解決を導こうとし、単純に時間的な要素のみで後法優先原則を適用してきたわけで
はない。後法優先原則は、条約解釈によって明らかにされる「当事国の意思」に従った範
囲で妥当性を有するものにすぎないのである。 
第 2 章 条約法における特別法優先原則の位置 
 第 2 章において、論者は、条約間の適用上の優劣関係の決定にあたり、講学上、後法優
先原則と並んでその役割の重要性が指摘されてきた特別法優先原則を取り上げる。特別法
優先原則は条約法条約 30条において規定されておらず、同原則が条約間の抵触問題にどの
程度資するのかについても、ほとんど検討されることがなかった。それゆえ、同原則の条
約間の抵触問題における妥当性をあらためて問い直す必要があるとする。 
 国際法においては、適用法規の人的な範囲の広狭という観点から、人的適用範囲の狭い
法規が人的適用範囲の広い法規に優先するという内容として、特別法優先原則の妥当性が
一般的に支持されてきた。これは、多くの場合、国際社会全体に妥当する慣習国際法と合
意した当事国のみに妥当する条約との関係で理解されてきたものである。しかし、たとえ
ば特定魚種の保存管理のための条約と国連海洋法条約のような条約同士の関係については、
その適用上の優劣関係を条約の人的適用範囲の広狭という形式的な観点からのみ判断し、
前者が当然に優先されるとすることはできないとする。 
 論者によれば、学説上は、このように条約が抵触していると思われる場合には、必ずし
も両者が矛盾するものと即断せず、可能な限り両者が調和するように解釈すべきものとさ
れ、特別法優先原則も、この「解釈」の文脈のなかで妥当性が認められてきたとされる。
国際法委員会における議論を見ても、特別法優先原則が、条約の抵触を回避するために行
う条約解釈の段階において、解釈の仕方を示す規則ではなく、当事者が意図したところの
意味を評価するうえで助けとなる「解釈指針」としての性格を有するにすぎないことを示
している。こうした解釈指針は法典化になじまないものとして条約解釈一般に関する規則
とは明確に区別され、条約法条約において明示的規則としては規定されなかったのである。
また、国際判例においても、法的安定性を考慮要因としつつ、当事国の意思の推定から意
味のある解釈を引き出すにあたり特別法優先原則が非常に限定された範囲で用いられてい
る。このように特別法優先原則は、一般的に理解されてきた抵触解決規則ではなく、個別
具体的な事例において適用される条約を決定するための調和的解釈を行う段階において機
能する解釈指針として、その妥当性を限定的に認められるものであると論者は結論する。 
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第 3 章 他の条約との関係について定める明示規定の意義 
 第 3 章では、条約間の適用上の優劣関係を決定する際に、後法優先原則や特別法優先原
則の役割が限定的であり、一般的な抵触解決規則に依拠することができないなかで、論者
は、特定の条約中に他の条約との関係について定める明示規定を挿入する実行が見られる
ようになってきた点に着目し、そのような条約中の明示規定から条約間の適用上の優劣関
係に関する諸国の法意識を抽出することを試みる。 
 論者によれば、条約法条約は 30 条 2 項において、他の条約について定める明示規定があ
る場合にはそれに従うべき旨を規定するが、同規定の起草の段階において、すべての条約
を一律平等に扱い、それらが扱う内容や条約の性質には着目しない方針がとられていると
される。そのため、条約の優先適用については、条約締結の時間的前後を基準として決定
されるという、きわめて形式的なアプローチが採用されたにすぎないことは第 1 章でも検
討した。しかし、たとえば、国連海洋法条約の「他の条約及び国際協定との関係」に関す
る 311 条は、その起草過程からも、同条約により実現される一般的な海洋法秩序からの逸
脱を締約国に許さず、海洋法秩序の実現を目指す意図をきわめて強く示していることがわ
かる。換言すれば、同規定は、形式的な条約の優先関係の処理ではなく、むしろ同条約が
意図する「条約価値の実現」との関係から、条約相互の関係がどのようにあるべきなのか
を考慮して挿入されたものと理解できる。 
 また、地球環境の保護に関する条約などは、最初の段階では一般的な協力義務などの基
本原則のみを定める枠組条約として締結するにとどめ、その後の義務の明確化や充実化は
議定書の形式でなされることになる。また、国連海洋法条約も、一般的な協力義務を規定
し、その具体的な実施を別個の実施条約に委ねる方式をとっている。こうした方式の下で
は、一般条約と実施条約との関係を対立・抵触の関係と捉えて、いずれかが優先すると考
えるのではなく、一般条約の規定する条約価値の効果的な実現のために調和されるよう条
約を解釈し、諸条約の関係を適切に調整することが求められるとする。 
第 4 章 多数国間条約体制の発展と複数条約間の調整 
 第 4 章において、論者は、多数国間条約によって設定された「一般法」の枠組みのなか
で、諸国が地域毎・分野毎に具体的な問題に即して国家間の法律関係を調整していくとい
う実態的な動向に注目し、今後の条約法理論の課題を明らかにすることを試みる。 
論者によれば、上述の動向は、一方で国際社会の画一化を進行させるものであるが、他
方で国際社会の各分野の専門化と自立化を進行させるものであると評価される。このよう
な問題意識にもとづき、論者は、複数条約間の適切な関係のあり方について、国際法の「一
貫性」の確保の点から再検討する必要性を指摘する。 
 多数国間条約体制のなかで生じる複数条約の抵触・重複の問題との関係では、条約解釈
における条約法条約 31 条 3 項（c）の規定が注目される。同規定の起草過程においては、
国際法秩序が全体として分割することはできず、条約は真空状態で締結されることはなく、
むしろ国際法秩序の枠組みのなかで締結されるとの見解が示されていた。また、国際法委
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員会の「国際法の断片化」研究部会報告書は、同規定が国際法システムにおける「体系的
統合」（systemic integration）と呼びうる条約解釈の一般原則を表していると述べている。
同規定に明示的に言及している国際判例も見られるようになり、諸々の国際法規が国際法
秩序において「体系性」をもって相互に有機的に連関するためにも、条約解釈の際に参照
される一般国際法規が重要かつ基本的な役割を果たしていることが認識されるようになっ
てきた。なかでも、国際社会の共通利益と統一的な法秩序の実現を目指す一般的多数国間
条約は、特定分野の共通利益の増進のための秩序の方向性を定め、同条約の下で出現する
特別な条約規則の解釈を方向づけるものと捉えることができる。こうした一般法の役割を
認識することで、条約同士の適切な関係性を導き出すことができるとする。 
 論者は、錯綜する条約関係を「調整」するという発想は、実際に複数の条約の相互の関
係が問題となった近年の事例においても、重要なものとして認識されているとする。たと
えば、日本とオーストラリア・ニュージーランド間で争われたみなみまぐろ事件では、み
なみまぐろ保存条約と国連海洋法条約は適用可能な法としていずれも解釈の対象となって
おり、相互に排除する関係であるとは見なされていなかった。そして、裁判所の結論を導
く過程では、みなみまぐろの資源の保存と最適利用という共通利益を実現するという目的
の下で、両条約の調和的関係のなかで当事者が行いうる最も実効的な「協力」へと誘導す
る考慮が働いていたといえるとし、この「国際協力」という考慮要因が、現在の国際社会
における複雑多岐にわたる条約関係の適切な調整を導く架橋になるとする。 
終章―結論 
 論者によれば、同一の事項に関する複数条約間の適用上の優劣関係の決定という問題に
ついて、条約法条約 30条が規定している後法優先原則と同条には明示的に規定されていな
い特別法優先原則の実際的有用性はきわめて限定的であるといわざるをえないとされる。 
 他方で、国際社会の共通利益の実現を目的とする多数国間条約の作成・締結が増加して
いる現在、条約間の抵触・重複の見られる場合は、条約間の関係をいずれか一方の他方に
対する「優先」という対立的なものではなく、条約の性質を勘案しつつ「調和」的に捉え
ることが必要になってくる。特に、多数国間条約に他の条約との関係について定める明示
規定が挿入される場合には、その趣旨が「条約価値の実現」にあるとの認識にもとづいて
関連条約規定を調和的に解釈することにより、条約間の関係を適切に調整することが求め
られる。そして、条約関係を調整するという発想においては、規則の解釈を方向づける一
般法の役割とともに、諸条約の調和的関係のなかで関係当事者が行いうる最も実効的な
「国際協力」が重要な考慮要因となると結論する。 
 現在、条約法条約に定められている規則群は、再検討されるべき時期にきている。今後
の条約法規則の再検討は、条約遵守にかかわる「合法性」の視点と、国際社会の共通利益
の実現を目指すための「国際協力」という視点とを複合的に勘案しながら行われていく必
要がある。このようにして行われる作業を通じて、国際法秩序形成において条約がいかな
る役割を果たしているのかを明らかにしていくことが、今後の課題であるとする。 
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III. 本論文の評価 
本論文において、まず、論者は、利害関係が複雑化している現代の国際社会においては、
諸国の実行に基礎を置く不文の慣習法よりも、成文規範として明確性と精緻性を有する条
約の方が利害関係の調整に適している場合が多いとして、その重要性を強調する。次に、
論者は、条約が国際法規範の形成手段として頻繁に採用され、その数が飛躍的に増加する
ことになった結果、「国際法の断片化」と呼ばれる国際法の専門化・細分化・部分化という
新たな問題が発生することになった点に注目する。本論文は、この国際法の断片化という
現代的課題に対し、複数の条約間の適用関係の決定という独自の考察枠組みにもとづいて
検討を進めており、その学問的価値は高い。 
なかでも、論者は、国連海洋法条約や WTO 諸協定のように、ある法分野にかかわる事項
を包括的に規律し、かつ国際社会の多くの国が加盟する多数国間条約を主たる検討対象と
して取り上げる。これらの多数国間条約は、単なる二国間の合意の束ではなく、国際社会
の共通利益を規定するものとして、近年注目を集めている。このような共通利益を規定す
る多数国間条約が他の条約と抵触した場合の解決方法を考察することによって、国際法の
断片化を克服すべき条約法理論の構築に真正面から取り組んでいる点は、論者の卓越した
構想力を示すものである。 
条約は、その適用が問題となっている規定が強行規範（jus cogens）となっていない限り、
一般に上位法と下位法の関係は認められないと考えられてきた。それゆえ、従来は、条約
の締結の時期によって前法と後法、条約の当事国数などによって一般法と特別法に分け、
これらの基準に従って複数の条約間の適用関係の優劣が決定できるものと解されてきた。
しかし、本論文は、条約間の抵触の実際的解決は、従来重視されてきた形式的基準による
よりもむしろ、抵触が問題となっている複数の条約規定の法的性格や実質的内容の解釈を
通じて行われているとの指摘を行い、独自の考察結果を示している。このような従来の議
論を乗り越える考察結果を導き出すために、論者は、先行研究と多くの資料を渉猟しつつ、
国際裁判や国家実行を多数取り上げて実証的に論証することで、新しい条約法理論を説得
的に提唱することに成功している。このように高い研究能力に裏打ちされた見解は、条約
法理論にとって重要な指摘を含むものであり、学界における後続の研究に大きな刺激を与
えるものと考える。 
第 1 章では、後法優先原則の妥当範囲について検討がなされている。論者によれば、同
原則に関する従来の議論は、相前後する合意の両立性が問題となった場合に、条約締結の
前後関係のみで国家の合意の有効・無効を判断しようとする点に特徴があるとされる。し
かし、条約の締結が前か後かという時間的要素のみに着目して国家の合意の有効性につい
て自動的・機械的に答えを導き出そうとする考え方には限界があるとの指摘がなされてい
る点は注目に値する。そして、複数の条約の「優先適用」という問題は、有効な条約間の
適用関係が前提になっていると考えるべきであって、その場合には、当事国の意思を解釈
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するプロセスを通じてはじめて、特定された紛争の主題に最も密接にかかわる条約を選択
することができるとの主張は、本章の最も評価できる点である。 
このような後法優先原則の妥当範囲の限界を示すために、論者は、同原則を規定してい
る条約法条約 30 条 3・4 項の解釈を国際法委員会における起草過程にまで遡って丹念に考
察している。条約法条約は、複数の条約の適用関係については条約の解釈を通じて決定す
ることを原則的立場としているため、30 条 3・4 項の後法優先原則は、条約の解釈をして
も答えが導き出せない場合に機能する残余規則としての地位にとどまっているとの指摘は
非常に説得的で、論者の分析能力の高さを示すものである。さらに論者は、国際裁判にお
いて複数の条約の適用関係が問題となる際、裁判所は同原則を最初に適用して機械的に答
えを出そうとするのではなく、条約締結の前後関係という時間的要素を条約解釈の考慮要
因の 1 つとして検討しているにすぎないとの優れた分析を行っている。こうした実証的分
析を通じて、本論文は、後法優先原則の妥当範囲の限界を説得的に示し、従来の条約法理
論では十分に議論されてこなかった新しい視座を提供している点を高く評価することがで
きる。このような分析手法は、条約法条約 30 条の内容を明らかにするだけでなく、紛争解
決における実際的有用性にも踏み込んだ考察を行おうとする高い問題意識を反映している。 
第 2 章では、条約同士が抵触する際にその適用上の優劣関係を決定するために伝統的に
認められてきた特別法優先原則が扱われている。論者は、従来の見解が、一般法と特別法
の関係を人的範囲にもとづいて判断していたことに疑問を提起し、特に条約相互の関係に
おいては、人的範囲からのみでは妥当な結果を導くことができないことを指摘する。なか
でも、適用可能な複数の条約が存在する場合に、発生している問題に対していずれの条約
が特別なのかという「事項的範囲」も考慮に入れたうえで、条約の適用関係の優劣を決定
すべきことを強調している点は注目に値する。つまり、本論文は、特別法優先原則の適用
にあたっては、人的範囲から機械的に答えを導き出すのではなく、条約の規律事項の解釈
を通じて、紛争解決にとってより適切な条約を決定する過程を重視しているのである。こ
のような独自の考察結果は、関連する資料を渉猟し諸学者の学説の展開を丹念にたどりつ
つ、国際判例を的確に解釈することを通じて説得的に案出されたものとして高く評価する
ことができる。 
また、条約法条約との関連では、特別法優先原則が 30 条に規定されなかった理由を中心
に論じられている。論者によれば、条約法条約の草案起草にあたった国際法委員会の議論
を詳細に分析した結果、同委員会内において、当該原則は条約解釈のための一般的規則で
はなく、条約の抵触という個別具体的な状況のなかで機能する解釈指針にとどまるとの認
識が存在していたとの分析結果は、十分評価に値する学問的貢献である。このような実証
的な分析手法にもとづいて、特別法優先原則が条約法条約に規定されなかった理由にまで
踏み込んで考察することにより、同原則が決定的な有用性をもつものではなく、その役割
は、限定的なものにすぎないとする結論は説得的であり、条約法に精通する論者ならでは
の洞察力の確かさを示す考察結果として特筆に値する。 
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第 3 章では、論者はまず、他の条約との関係について定める明示規定がある場合にはそ
れに従う旨を規定する条約法条約 30 条 2 項は、二国間条約に適用される慣習法規則を成文
化したものであり、これは多数国間条約であっても基本的には二国間条約の集合体である
とする国際法委員会の厳格な（当事国）合意主義の立場に由来することを明らかにする。
このような指摘は、草案の原案準備にかかわった 2 人の特別報告者のアプローチの詳細な
検討を通じて導き出されたものであり、その分析結果は非常に説得的である。 
 本論文は、他方、近年国際社会が締結する多数国間条約の傾向として、国際社会全体に
共通する利益の実現を目的とした一般的規定内容のものが増え、これら諸条約をすべて国
際法委員会のいう「厳格な合意主義」の下で理解することは困難であると指摘する。この
ように、条約相互の関係について定める明示規定の意義と性格を再検討する必要があると
説く点は、伝統的な条約法理論に新たな視座を導入するものである。その際、論者は国連
海洋法条約 311 条（他の条約・国際協定との関係）を取り上げ、同規定の立法過程を、非
公式文書も含めて詳細に分析し、その趣旨を的確に解明している点は大いに評価しうる。
なかでも、国連海洋法条約等で他の条約との関係を明示的に規定している条項は「条約価
値の実現」を目的として挿入されたものであるとの指摘は注目に値する。このように、条
約が実現しようとする「価値」の内実を考慮した条約解釈の必要性を指摘することによっ
て、国際社会の共通利益の実現を視野に入れた条約法理論の再構築を果敢に目指そうとす
るアプローチは、将来の条約法理論の発展の方向性を見据えた学問的価値の高いものと評
価することができる。 
 第 4 章では、国際社会の共通利益を目指す多数国間条約体制の目的実現のための国際協
力を考慮し、かつ、国際法の体系性を尊重する条約解釈を行うことで、同一事項を規律す
る複数の条約の適用関係の適切な調整が導かれることが論証されている。 
 本章では、まず、伝統的な条約のように当事国間の権利義務の均衡を目指すのではなく、
国際社会全体の利益の保護を目的とする法秩序を指向するいくつかの類型の条約が発展し
たことを実証している。そこでは、種々の多数国間条約の内容および本章で扱う問題に関
係する具体的な事例が的確に示されている。加えて、多様な多数国間条約体制の形成に伴
う国際法の断片化という問題を再び提起し、この問題は相互の関係の十分な調整がない諸
条約の抵触問題を第一義的に個々の条約の解釈という見地から解決するべきであるとして
いる。さらに本章においては、強行規範でさえも、適用事例が存在していないなかでは、
ある規範の他の規範に対する優位性の判断基準としては不確実な部分が残り、結局は問題
となる個々の条約の解釈が重要となることを明らかにした点は注目に値するものである。 
 次に本章では、条約解釈における国際法の体系性への考慮の重要性を条約法条約 31 条 3
項（c）の規定に照らして明らかにしているが、同規定についての国際法委員会における議
論および欧州人権裁判所、国際司法裁判所等における判断についての周到な検討によりそ
れが行われている。同項（c）についてはこれまでも多くの議論があるが、論者は複数の条
約の同一事項に対する適用の調整をどのように行うのかという観点から検討しており、斬
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新な視点を提供していることの意義は大きい。続けて論じられている国際法秩序の体系性
の考慮における一般国際法の役割についても、旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所の判決お
よびそれに関する学説を深く分析し、非常に学問的価値の高い議論を展開している。 
 最後に、本章では、同一事項に対して多数国間条約体制の下で複数の条約の適用の可能
性が考えられる場合の条約適用の調整を実際の紛争解決における判断の考慮要因と結びつ
けて論じる必要性があるとし、みなみまぐろ事件の仲裁判断を題材にしてこれを論じてい
る。この事件について国連海洋法条約とみなみまぐろ保存条約が併存しうるという仲裁裁
判所の見解のなかに論者は「国際協力についての考慮」の重要性を見出している。さらに、
特に司法の場において、国際協力に関する考慮が条約締結に際しての国家の合意の背景に
あることを認識することによって条約間の適切な調整が導かれることになるという見解を
示している点は特筆に値する。 
終章では、以上の検討を踏まえ、併存している複数の条約間の適用上の優劣関係を決定
する際には、当事国の意思を重視しつつも、多数国間条約体制により実現される価値を規
定する法秩序の体系性や国際社会の共通利益を実現するための国際協力を考慮に入れた条
約解釈が必要になると結論する。このような結論は、1969 年に採択された条約法条約とそ
れにもとづく従来の条約法理論が抱えてきた課題を克服するための新しい視座を切り拓く
意欲的なものであり、高い学問的能力を示すものである。 
本論文は、条約法理論が抱える現代的課題に対して結論を急がず、理論と実践とを確か
に結びつけつつ考察が進められており、その学問的水準は高い。こうした論証過程は、研
究者にとって忘れてはならない論法で、論述の積み重ね方の確かさが見られ、読む側を納
得させるのに十分なものといえる。しかし、本論文において未だ研究の及んでいない領域
が存在することもまた確かである。これらの問題は、論者の研究の向上を待つべきものと
考えられ、望蜀の嘆というべきであろう。本論文が提示する分析手法は、条約法の分野に
とどまらず、国際法の全領域にも通じうる一般性をもつと思われ、論者の今後の研究の深
化・拡大が大いに期待される。 
 
IV. 結論 
 以上の審査の結果、後記の審査委員は、本論文の提出者が、課程による博士（法学）（早
稲田大学）の学位を受けるに値するものと認める。 
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